いわき市中高層建築物に係る電波障害等の防止に関する指導要綱

昭和56年２月１日制定
昭和56年２月１日実施

（目的）

第１条　この要綱は、本市における中高層建築物の建築に伴つて生ずる電波障害等の防止について必要な事項を定め、電波障害等に関する紛争（以下「紛争」という。）を未然に防止することにより、市民の生活環境の保全に資することを目的とする。

（定義）

第２条　この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

(１)　電波障害等　放送電波の受信の障害並びに工事に伴う騒音及び振動をいう。

(２)　中高層建築物　階数（地階を除く。）が３以上の建築物（一戸建ての住宅（住宅の用途以外の用途に供する部分の床面積の合計が延べ面積の２分の１以上であるもの又は50平方メートルを超えるものを除く。）を除く。）又は高さが10メートルを超える建築物をいう。

(３)　建築主等　建築物の建築主、設計者、工事監理者及び工事施工者をいう。

(４)　近隣関係住民　次に掲げる者をいう。

ア　中高層建築物の敷地境界線からの水平距離が当該建築物の高さの２倍に相当する距離の範囲内にある土地又は建築物の全部若しくは一部を所有し、又は管理する者

イ　アに規定する範囲内にある建築物に居住する者

ウ　中高層建築物の建築により、電波障害が生じ、又は生じるおそれがある者

（当事者の責務）

第３条　建築主等は、中高層建築物の建築を計画するに当たつては、周辺の生活環境に及ぼす影響を十分に配慮するとともに、良好な近隣関係を損なわないように努めるものとする。

２　建築主等及び近隣関係住民は、紛争が生じたときは相互に理解を深め、自主的に解決するように努めるものとする。

（標識の設置）

第４条　建築主等は、中高層建築物を建築しようとするときは、近隣関係住民に当該建築に係る計画の周知を図るため、当該建築物の敷地の道路に面する部分（その敷地が２以上の道路に面するときは、それぞれの道路に面する部分）に、第１号様式による標識を設置するものとする。

２　前項の標識の設置期間は、建築基準法（昭和25年法律第201号。以下「法」という。）第６条第１項又は法第６条の２第１項の規定による確認の申請（大規模の修繕若しくは模様替え又は用途変更を除く。以下「確認申請」という。）をしようとする日の少なくとも45日前の日から工事完了の日までとする。

３　建築主等は、標識の記載事項が前項に規定する期間中不鮮明にならないよう維持管理するものとする。

４　建築主等は、第１項の規定により標識を設置したときは、その標識を設置した日から４日以内に、標識設置届（第２号様式）に次の各号に掲げる書類を添付して市長に提出するものとする。

(１)　案内図、配置図（標識設置箇所を明示したもの）、各階平面図、立面図及び断面図

(２)　中高層建築物の建築に関する誓約書

(３)　現況図（近隣関係住民を記載したもの）

(４)　放送電波受信障害調査報告書

(５)　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

５　建築主等は、第１項の規定により設置する標識の記載事項を変更したときは、速やかに、必要な修正を加えるとともに標識記載事項変更届（第３号様式）を市長に提出するものとする。

（説明会の開催等）

第５条　建築主等は、中高層建築物を建築しようとするときは、前条第１項の標識を設置した後、速やかに、近隣関係住民に次の各号に掲げる事項を説明するものとする。ただし、敷地及び周囲の状況等により、市長が必要ないと認めたときはこの限りでない。

(１)　中高層建築物の敷地の形態及び規模並びに敷地内における当該中高層建築物の位置

(２)　中高層建築物の規模、構造及び用途

(３)　中高層建築物の工期、作業時間、工法及び作業方法等

(４)　中高層建築物の工事に伴う騒音・振動の防止策並びに工事の安全対策

(５)　電波障害に伴って生ずる周辺の生活環境に及ぼす影響とその対策

２　建築主等は、近隣関係住民から建築計画等の詳細について説明会の開催を求められたときは、これに応じるものとする。

３　建築主等は、説明会の開催日の７日前までに説明会を開催する日時及び場所を文書等により近隣関係住民に周知するものとする。

４　建築主等は、第１項及び第２項の規定により説明を行つた後、建築計画を変更したとき又は標識の記載事項を変更したときは、近隣関係住民に対し、変更の概要について説明するものとする。ただし、軽微な変更のときは、この限りでない。

（電波障害に対する措置）

第６条　建築主等は、中高層建築物を建築しようとする場合には、あらかじめ周辺地域の放送電波の受信状況を調査し、障害が予想されるときは必要な措置を講じるものとする。

２　建築主等は、中高層建築物の工事中又は建築完了後に電波障害が生じた場合には、速やかに共同受信施設の設置等必要な措置を講じるものとする。

３　建築主等は、前２項に定める必要な措置を講ずる場合には、放送電波の受信調査について経験及び技術的能力を有する調査機関の指導を受けるものとする。

（工事に伴う騒音・振動に対する措置）

第７条　建築主等は、中高層建築物を建築しようとする場合には、あらかじめ周辺地域の状況を調査し、工事に伴う騒音・振動が発生するおそれがある場合には、必要な措置を講じるものとする。

２　建築主等は、中高層建築物の工事中において、騒音・振動の発生により近隣関係住民の被害を与えた場合には、速やかに必要な措置を講じるものとする。

（関係書類の提出）

第８条　建築主等は、中高層建築物を建築する場合には、確認申請をしようとする日の15日前までに、次の各号に掲げる書類を市長に提出するものとする。

(１)　近隣関係住民説明報告書（第４号様式）

(２)　電波障害対策協議報告書（第５号様式）

(３)　工事現場の騒音・振動及び安全対策協議報告書（第６号様式）

(４)　前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

２　建築主等は、前項の規定による関係書類の提出を行つた後、近隣関係住民の求めに応じ、建築計画の詳細について説明会を開催したときは、速やかに、前項第１号及び第４号に掲げる書類を市長に提出するものとする。

（紛争の調整）

第９条　中高層建築物の建築に伴い建築主等と近隣関係住民との間に紛争が生じ、当事者間で話合いによる解決ができず建築主等又は近隣関係住民から紛争の調整についての要請があつた場合には、市長は、当該紛争に係る調整を行うことができる。

（措置）

第10条　市長は、建築主等がこの要綱の規定に従わない場合には、これを公表するものとする。

（建築計画の取り止め）

第11条　建築主は、中高層建築物の建築計画を取り止めた場合は、第４条第１項の規定により設置した標識を撤去した後、速やかに、建築計画取り止め届（第７号様式）を市長に提出するものとする。

（公共建築物等）

第12条　国、地方公共団体又はこれらに準ずる者が建築する中高層建築物については、この要綱の規定にかかわらず、あらかじめ市長と協議するものとする。

附　則
この要綱は、昭和56年２月１日から実施する。

付　則（平成16年10月１日）

この要綱は、平成16年10月１日から実施し、この要綱の実施日以後に、確認申請がなされる中高層建築物の建築計画に適用する。
